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構造設計規準刊行物のウェブ閲覧サービスの試行開始について 

2024年 3 月吉日 

近年のオフィス環境のフリーアドレス化の進行やテレワークの普及に対応し、日本建築学会で
は刊行物を紙媒体で出版することと並行して会員限定で参照機会の多い主要刊行物のウェブ閲覧
サービスを試行することと致しました。初年度はまず要望の多い構造設計指針の閲覧サービスを
2024 年 10 月より開始（8 月申し込み開始）致します。初年度に閲覧サービスを予定している刊
行物は以下の 13 タイトルで、＊印の 3 タイトルは個別申し込みも可能です。

＊建築物荷重指針・同解説 
＊建築基礎構造設計指針 
＊鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 
小規模建築物基礎設計指針 
木質構造設計規準・同解説－許容応力度・許容耐力設計法－ 
鋼構造許容応力度設計規準 
鋼構造接合部設計指針 
各種合成構造設計指針・同解説 
鉄筋コンクリート構造保有水平耐力計算規準・同解説 
プレストレストコンクリート設計施工規準・同解説 
鉄筋コンクリート柱・鉄骨梁混合構造設計指針 
壁式鉄筋コンクリート造設計・計算規準・同解説 
壁式構造配筋指針・同解説 

閲覧は Actibook（アクティブック）連携とし、会員ページから下のような書籍イメージでの閲
覧が可能となります。専用ビューアは必要なく、パソコン、タブレット、スマートフォンなど、
Webブラウザが表示できればその上でコンテンツを閲覧可能となります。 

本会 Web ページからの申し込み 

（クレジット決済）用語検索 アンダーライン

付箋メモ 

Actibook 画像イメージ（日本免震構造協会誌の例：画面上での検索・書き込み可能）
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画面上での検索、書き込み機能もありますが、PDF ファイルのダウンロードや保存はできませ
ん。同じデバイス上であれば書き込みは一定期間キャッシュとして保存されます。 
初年度の閲覧サービス予定価格（年間）は以下のとおりです。 

日本建築学会出版物：構造規準閲覧会費（年・名）イメージ 

個人申し込み（AIJ 会員のみ） 

個別閲覧 
紙媒体価格の 1/4を目途に個別設定 

（1,500～1,900 円/冊） 

構造規準パッケージ（13タイトル） 
9,600 円 

＊閲覧は会員限定サービスとし，AIJ ウェブサイトよりサインイ
ンして閲覧する。

団体申し込み（50 名以上）

*団体申し込みに限り，会員外の方の申し込み可能

*会員のグループと同じである必要はありません

構造規準パッケージ（13タイトル） 
AIJ 会員 8,000 円/名 

AIJ 会員外 25,000円/名 
＊例えば，会員 50 名，会員外 50 名の 100 名団体の場合，構造
規準パッケージは 165 万円/年となる。会員外利用者には閲覧
用アカウントを付与。 

サービス申し込みは本会Webサイト上で 8月 1日~31日の間に申し込みおよびクレジット支払
いいただき、2024 年 10 月 1 日から 1 年間の閲覧権が付与されます。なお，申し込みにあたり
新たに本会に入会頂く場合，2024年 7 月 20 日までに入会手続きをお願いします。

 職場での共有本棚や個人の書籍置き場の節約に伴い、初学時には紙媒体で学習を行っている
方々でも、出張先や現場での打ち合わせなどで「あそこはどうなっていたかな」と確認したい局
面は多いかと思います。分厚い紙媒体規準を持ち歩くことは困難ですし、自前で全ページをスキ
ャンしてデータ保管することは検索が困難であるだけでなくコンプライアンス上も問題となり
ます。日本建築学会のオーソライズした主要構造設計基準 13冊を、是非皆さんの携帯パソコン、
タブレット、スマートフォンに常備頂けますと幸いです。

なお、今回の閲覧サービスは 1年間の試行です。日本建築学会としては紙媒体の指針類も是非
学習のためにご購入いただいた上でこの会員閲覧サービスを活用いただき、併せて日本建築学
会に入会する動機としていただきたく考えております。1年後にサービスの利用状況、紙媒体の
売上減少傾向、各種ご要望を調査の上、次年度の継続・増強に繋げてまいります。まずは初年度
の積極的な利用を通じてのご支援をお願い申し上げます。 

日本建築学会  
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ウェブ閲覧サービスに関する Q＆A

Q1.何故、会員のみのサービスなのか 

A1.今回企画しておりますウェブ閲覧サービスは、現行の紙媒体の電子化ではなく、オフィスのフリ

ーアドレス化やテレワークに対応した紙媒体の補助としての構造設計指針類ウェブ閲覧サービスで

す。紙媒体の指針類をスキャニングした PDF を共有することは企業コンプライアンス上問題がある

ため、公式なウェブ閲覧サービスを提供いただきたいとの要望を受け、日本建築学会会員の約 2/3

を占める産業界会員へのサービスの一環として企画されたものです。電子書籍ではなく、会員 ID に

紐づけた PDF 閲覧システムとなりますので、基本的に会員対象となります。 

Q2.何故、団体申し込みは会員外を認めるのか 

A2.大勢の構造実務者を有する企業では、企業単位での利用申し込みを行いたいという要望が高く、

その際には会員外の実務者を排除できないという条件より、特例として 50名以上の団体申し込み、

かつパッケージ申し込みに限り、暫定的に会員外の方の利用を認めることとしました。利用にあたっ

ては仮会員 ID とパスワードを設定する必要があり、事務手続きの煩雑化を避けるため、条件を限

定化し、かつ会員外人数分は入会を促すために利用料を会員利用費＋年会費以上の価格に設定

しています。これらの団体利用は毎年の固定的な利用を期待しており、システム整備のための予算

原資として充当する予定です。 

Q3.何故、50 名以下の中小設計事務所には会員外利用を認めないのか 

A3.先述したように、本サービスは原則として日本建築学会個人会員に対するサービスの一環とし

て企画されたものです。中小設計事務所であっても、JSCA などを通じて 50 名以上の利用者を集め、

毎年の固定的な利用をしていただけるのであれば会員外の方の利用も可能です。 

Q4.対象となる本会直営刊行物 13 点の選定理由、今後の対象拡大の実現可能性はどうか。 

A4.今回対象となる刊行物 13 点は、本会構造設計指針の内、過去 3 年間平均で年間 100 万円以

上の販売実績のある刊行物を選定したものです。まずはこの 13 点で 1 年間の試行を行い、今後、

本格運用に移行するにあたっては要望の高い刊行物、廃版となった過去の設計指針類、構造分野

以外の刊行物にも展開していく予定です。 

Q5.書籍への書き込み、自分なりのカスタマイズはできるか 

A5.今回のウェブ閲覧サービスはあくまでも紙媒体の補助ですので、用語検索、書き込みはできま

すが、ダウンロードや書き込み保存はできません。ウェブ上で書き込みを行い、ページをスクリーン

ショット保存することは可能です。

Q6.利用期間中の正誤表修正、指針改定時の変更は反映されるか 

A6.利用期間中の各指針の正誤表修正、指針改定時の変更はタイムリーに反映されます。 
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Q7.何故、会員外利用、ダウンロード、書き込み保存可能な電子書籍システムに移行しないのか 

A7.海外の設計指針類では電子書籍を購入してダウンロードし、そこに書き込み保存できるサービ

スが一般化しています。電子書籍では印刷代、在庫管理が不要なので紙媒体より経費がかからな

いのではというご意見をよく戴きますが、出版経費の多くを占める組版の費用は変わらず、電子シ

ステム維持・対応に経費が掛かるため、マーケット規模の小さい日本語の電子書籍システムは現状

では紙媒体より高価格(同じ価格にすると低利益)となってしまいます。アンケート調査結果では、電

子出版が紙媒体と同価格以上でも購入すると回答された方は少なく、電子書籍を購入した場合，紙

媒体は購入しないと回答された方が大部分ですので、需要に応えられないだけでなく本会刊行事

業の収益を悪化させることが懸念されます。学会運営上、紙媒体が電子書籍に置き換わっても収

益が減少しない条件が満足された状況を待って、電子書籍に移行する予定です。 

Q8.何故、年１回の申し込みしかできないのか 

A8.出版社が運営する電子書籍システムと異なり、今回企画しているシステムは日本建築学会のウ 

ェブサイトよりクレジットカード決済システムを通じて利用者リストを作成し、これを日本建築学会事

務局が一括で PDF 閲覧システムに登録確認する形式となっています。常時購入可、問い合わせ可

の電子書籍より経費は掛かりませんが、学会事務局員の負担となるため、会員登録と同様、年一

度、毎年８月の申し込み、１０月より１年の利用に限定させていただきたく思います。 

Q9.会費に加えてこの価格は高い。会員サービスならもう少し安くしてもいいのでは 

A9.アンケートの結果、ウェブ閲覧サービス利用者には紙媒体の購入を中止するという回答も一定

以上あり、価格設定は基本的に紙媒体への置き換えが生じても収益減にならない紙媒体価格の

1/4(/年)、パッケージは 1/8(/年)程度で設定し、システム維持費を含めたぎりぎりの価格設定として

います。今後、他の会員サービスとの満足度調査を行いながら、利用料を下げるなどバランスを取 

っていきたいと思います。 

Q10.紙媒体を購入すればウェブ閲覧サービスを付けるようなオプションはできないか 

A10.紙媒体を購入した利用者を特定するためには、各紙媒体に QR コード等の識別子を付け、これ

を使って会員 ID に紐づける等の処置が必要となりますが、システム維持費を紙媒体費に加えるこ

とを含めて紙媒体価格がかなり高額になることが予想されます。会員外の方の不利益にもなります

ので、この点も課題となります。 

海外では、紙媒体、電子書籍、紙媒体＋電子書籍の３パターンでの購入が可能ですが、同様のサ 

ービスを本会で行うとすると、A7 で説明したように現状では電子書籍は紙媒体より高額となり、紙媒

体＋電子書籍は合計より少しディスカウントした設定となるかと思います。A7の回答にあるように、

電子書籍への移行が実現した際に検討したいと思います。 

Q11 法人会員でもこのサービスは受けられるのか 

A11.本ウェブ閲覧サービスは個人会員のみ対象のサービスとなります。 


